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次期 SNA 改訂に係る AEG グローバリゼーションサブグループの検討課題 1 

内閣府上席主任研究官兼任総務省統計委員会担当室長　　萩野　覚

1 本論文の作成にあたっては、総務省統計審査官付・山岸圭輔調査官、日本銀行国際局・中村慎也国際収支課長、同調査統計局経済統計

課・守屋邦子企画役のほか、専修大学・作間逸男教授、立教大学・櫻本健准教授から有益なコメントを頂いた。しかし、本稿における

誤りは、筆者に帰する。

１．はじめに

国民経済計算を作成する国際基準である System of 

National Accounts（以下、SNA という。）は、1953 年に

初めて策定され、その後、1968 年、1993 年、2008 年に

改訂されてきた。現在の国際基準である 2008 年の SNA

改訂（以下、2008SNA という。）は、1993 年の SNA 改

訂（以下、1993SNA という。）から 15 年を経て行われ

ており、仮にこの改訂間隔が踏襲されるとすれば、2023

年に次期改訂がなされることとなる。SNA 改訂は、国

際連合の統計委員会に承認され正式なものとなるが、改

訂案は、Advisory Expert Group（国際連合主導の専門家

グループ。以下、AEG という。）で、さらには、国民経

済計算に関する事務局間作業部会（ISWGNA）で作成・

検討される。こうした関係筋からは、2025 年の次期

SNA 改訂を目指す、との声が聞かれるところである。

次期 SNA 改訂については、その動機を以下の点に要

約できる。第一に、デジタリゼーションやシェアリング

エコノミーといった経済の構造変化が生じていること、

第二に、経済のグローバル化が進む中で国民経済計算に

歪みが生じていること、第三に、国民経済計算だけでは

人々の幸福度を捉えられないこと、である。2019 年には、

AEG の下に、各々の改訂動機に沿って、デジタリゼー

ション、グローバリゼーション、幸福度に係るサブグル

ープが作られ、各々、ユーロスタット、国際通貨基金

（International Monetary Fund。以下、IMF という。）、経

済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation 

and Development。以下、OECD という。）が事務局を務

めることになった。

筆者は、グローバリゼーションサブグループのメンバ

ーとして、議論に参画している（下表は論点ペーパーの

執筆者等）。同サブグループでは、既に、輸出入の評価

方法のほか、多国籍企業や知的財産生産物の取り扱いに

ついて議論が進められていることから、本稿では、その

概要を示すとともに、今後の課題を整理することとする。
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２．多国籍企業や知的財産生産物に係る論点に

ついて

（１）問題の所在

経済のグローバル化は、一国単位で付加価値等を捉え

ようとする SNA 体系のアプローチに、様々な課題を投

げかけている。例えば、多国籍企業が、企業全体の利益

を意図的に集中させ、知的財産を所有する特別目的会社

（Special Purpose Entities。以下、SPE という。）が集中的

に設立されている国において国内総生産（Gross 

Domestic Product。以下、GDP という。）が大きく膨らみ、

逆にそうしたことを目論む企業が所在する国において

GDP が萎む、といった問題がある。OECD の金融統計・

国民経済計算ワーキングパーティーでは、そうした課題

について議論を進めて来た。

例えば、先進国における経済成長率が低位に止まる中

で、アイルランドでは、2015 年に 25% を超える経済成

長を記録した。これは、米国プラットフォーム企業がア

イルランドの子会社に利益を移したことによるものとみ

られ、必ずしもアイルランドの経済情勢を反映したもの

ではない。

アイルランドのようなケースでは、グロスベースの国

民所得（Gross National Income。以下、GNI という。）を

見ることで、実態を伴わない企業活動の影響を排除でき

ると考えられる 2。GNI とは、GDP に海外からの要素所

得受け取りを加算し、海外への要素所得支払いを控除し

たものと定義される。これは、GNI が、ある国の国民が

行った経済活動を測ろうとするからであり、居住者であ

る人や企業が、海外で労働をして得た所得や海外投資に

より所有するに至った子会社から受け取った配当を含め、

逆に、非居住者である人や企業が、国内で労働をして得

た所得や海外投資により所有され海外親会社へ支払った

配当を含めないことになる。この結果、GNI は、アイル

ランドにある米国プラットフォーム企業の子会社から親

会社である米国プラットフォーム企業への配当や再投資

収益（配当として支払われたと擬制される内部留保部分）

を含まないことから、アイルランドの子会社で実現した

利益が含まれにくくなるのである。

また、米国プラットフォーム企業の子会社の利益をア

イルランドの GDP に計上しない方法として、当該子会

社を親会社である米国プラットフォーム企業に統合する

2 アイルランドの経済統計見直しグループは GNI* を開発したが、これは、知的財産生産物や、国際航空機リースに係る航空機のアイル

ランドへの国際移動の影響を排除すべく、内部留保の海外への還流やアイルランドに本社機能を移した企業を除くもので、GDP の代

替指標となり得る。

方法も考えられる。そうした統合により、子会社の利益

や内部留保が全て米国のものとなることから、アイルラ

ンドでは、異例な高成長は記録されなくなる。こうした

方法は、ケイマン諸島等、SPE が多く設立されるオフシ

ョア国でも適用できるもので、知的財産を所有する SPE

が集中する国において GDP が大きく膨らみ、逆にそう

したことを目論む企業が所在する国において GDP が萎

む、という経済グローバル化による普遍的な問題を解決

し得る方法とも言える。

さらには、米国プラットフォーム企業が、知的財産生

産物をアイルランドに移すことによって利益を移転した

という点に着目し、知的財産生産物自体を譲渡されたも

のではなくリースされたものとみなす方法も考えられる。

そうした方法を採ると、アイルランドから米国へのリー

ス料が記録されることを通じ、アイルランドの GDP が

減少し米国の GDP が増加することになる。

グローバリゼーションサブグループの事務局である

IMF は、そうした解決策について、複数の選択肢を提案

し て い る（Padma Sandhya Hurree Gobin and Jennifer 

Ribarsky (2019)、本論文はノルウェー統計局や米国分析

局の論点整理ペーパーを再整理したもの）。そこで以下

では、IMF から提示された選択肢について、詳細な検討

を行うこととしたい。

（２）多国籍企業の統計的把握について

多国籍企業については、SNA において取り扱いの枠

組みを変更することは提案されていない。ただ、多国籍

企業の重要性に鑑み、以下のような統計的把握への取り

組みが提案されている。

A. 　現行のマクロ経済指標の中でヘッドラインを変更す

る。

B. 　現行の枠組みの下で詳細なデータを加える形で拡張

する。

C. 　これまでの取り組みを継続する形で統計整備を行う。

各々の提案の内容は、以下の通りである。

A. 　現行のマクロ経済指標の中で、ヘッドラインを変更

する方法について

多国籍企業の国境を超えたフローが増加すると、GNI

の重要性が増してくるほか、労働者送金等、国境を超え

た移転が大きい国においては、これを含む国民総可処分
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所得（Gross National Disposable Income。以下、GNDI と

いう。）が重要となる。そこで、SNA の力点を、GDP か

ら GNI や GNDI に移して行くことが考えられる。

B. 　現行の枠組みに、より詳細なデータを加える形で拡

張する方法について

対象となる統計に応じて、以下のように詳細なデータ

を加える形での拡張が検討されており、制度部門別勘定、

供給使用表（Supply Use Table。以下、SUT という。）、

国際収支統計において、互いに整合的な外資・本邦企業

の区分が設けられれば、多国籍企業について、包括的で

首尾一貫したデータが利用可能となる。

① 　SUT の拡張：各産業分類において外資企業と本邦

企業の区別を導入する。すなわち、グローバルバリュ

ーチェーンの分析深化や付加価値貿易指標の精度向上

等を目的に、拡張供給使用表が OECD のイニシアチ

ブにより整備されつつあるが、拡張の方向性として、

外資子会社、海外子会社を持つ本邦の多国籍企業、海

外子会社を持たない本邦企業に、一つの産業を区分す

る方法が検討されている。

② 　国際収支統計の拡張：グローバル生産についてより

詳細なデータを提供する。ＩＭＦ国際収支統計委員会

の中に立ち上げられた、グローバルバリューチェーン

に係る作業部会では、国際収支の財貨・サービス取引

を、外資企業・本邦企業といった国籍で区分する方法

が検討されている。国際連合も、グローバルバリュー

チェーンや多国籍企業の実態を明らかにすべく、グロ

ーバルバリューチェーン・サテライトアカウントの計

上に係るガイドラインを提示している。

③ 　制度部門別勘定の拡張：非金融法人企業部門や金融

機関部門に多国籍企業の内訳部門を加える。この点、

2007 ～ 2008 年の世界金融危機に対応した G20 データ

ギャップイニシアチブでも、外国支配企業（foreign-

controlled corporations）を独立して統計的に把握すべ

きとする 2008SNA の規定について、これを実現する

よう奨励しており、2021 年を目途に、統計整備のた

めのデータテンプレートが準備されつつある。当該テ

ンプレートには、国内の多国籍企業の統計的把握や本

邦支配企業総計の統計的把握といったより詳細なデー

タも加えられている。

C.　これまでの取り組みを継続する形で統計整備を行う

方法について

現在のフレームワークにおける様々な指標に焦点を当

てることにより、国際比較可能な形で補完的な情報を提

供することが考えられる。例えば、直接投資の分野では、

相手国別統計において、投資を実行する取引相手の投資

家により相手国を特定することとされているが、投資資

金が迂回されるような場合、資金を提供する究極的な投

資家により相手国を特定したデータが有用であると指摘

されて来た。実際、OECD 直接投資統計は、究極的な投

資家により国を特定した統計も提供している。また、

IMF 国際収支統計委員会では、現在の居住者ベースの国

際収支統計の補完として、多国籍企業に焦点を当てた、

国籍ベースの国際勘定の作成について検討している。

（３）SPE の取り扱いに関する選択肢の内容と評価

グローバリゼーションサブグループでは、SPE の取り

扱いについて、次の選択肢が提示されている。

A.　現行の枠組みを変更し SPE を統合する。

B.　現行の枠組みの下で詳細データを提供する。

C．これまでの取り組みを継続する形で統計整備を行う。

各々の提案の内容は、以下の通りである。

A. 　現行の枠組みを変更し SPE を統合する方法につい

て

SPE の統合を検討するにあたっては、SPE が制度単位

として独立していると考えられるか否かが問題となる。

すなわち、SPE の居住性は、SPE が法人化ないし登録さ

れた経済領域にあるとされるところ、SPE が親会社と同

じ経済（国内）に法的に所在するのであれば、制度単位

と看做されず親会社に統合されるのに対し、親会社と異

なる経済（国外）に法的に所在するのであれば、制度単

位と看做されることになる（2008SNA 4.56）。このように、

SPE は、国内にあるか国外にあるかによって取り扱いが

異なっており、一つの方法として、国外にある SPE を、

国内にある SPE として分類することで、国外にある

SPE も、親会社に統合する扱いとすることが考えられる。

これにより、国内と国外の取り扱いが同等になる。

ただ、こうした取り扱いを行うにあたっては、国民経

済計算や国際収支における居住者の定義を再検討する必

要が生じる。すなわち、2008SNA や IMF 国際収支統計

マニュアル第 6 版（Balance of Payments and International 

Investment Position Manual 6th edition。以下、BPM6 とい

う。）において、制度単位の居住性は、強い関連を持ち、

主要な経済的利益の中心が示される経済領域に属すると

されている（BPM6 4.114）。SPE を親会社に統合するた

めには、SPE の経済的利益について、どのような場合に、

法人化ないし登録された国に存在しないと言えるのかを

詳細に議論する必要がある。
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B.　現行の枠組みの下で詳細データを提供する方法につ

いて

SPE の居住性について現行の枠組みを維持した上で、

SPE を、活動している単位と切り離して統計的に把握す

る、という方法が考えられる。これは、制度部門の枠組

みを、居住者 SPE と非居住者 SPE の内訳部門を加える

形で変更することにより、SPE に焦点を当てた統計デー

タを提供するものである。こうした取り組みは、国際収

支統計マニュアル第 6 版や、OECD 直接投資ベンチマー

クデフィニション第 4 版にもみられるものであり、幾つ

かの国では、そうした表章が可能とみられる。2018 年

10 月の IMF 国際収支統計委員会では、2021 年までに、

IMF が居住者 SPE のデータ収集を行うことについて合

意している。他方、非居住者 SPE の特定が難しいとの

指摘もあるが、米国 BEA では、非居住者 SPE の推計値

を提供している。

こうした取り組みにあたっては、SPE についての、国

際的に合意された定義が必要となる。既に、IMF 国際収

支統計委員会では、SPE を用いた、国境を超えた資金の

パススルーを把握することに重点を置きつつ、以下のよ

うな SPE の定義を提案し、その類型化や分類を提示し

ている。こうした定義が、SNA においても適当である

か否かは、今後の検討課題である。

① 　SPE は、居住者であり、正式に登録かつ / ないし法

人化された、制度単位として認められる法的主体であ

り、その経済において、雇用者が皆無か僅少であり、

物質的な実体がなく、物質的な生産がないもの。

② 　SPE は、その所有者に対し、資本市場や高度な金融

サービスに対するアクセスを与えたり、所有者に金融

リスクから隔離させたり、規制や税の負担を軽減した

り、取引や所有者を秘匿するといった目的のために、

受け入れた管轄地域によって提供された特定の便益を

享受するために設立される。

③ 　SPE は、ほぼ専ら、非居住者と取引し、その金融バ

ランスシートの大部分は国境を超えた債権債務から成

る。

C.　これまでの取り組みを継続する形で統計整備を行う

方法について

投資目的で国境を素通りする資金の取り扱いについて、

2 つの方法が提案されている。第一に、直接投資統計に

おいて、国民概念を組み入れ、素通りする資金を多国籍

企業の国籍が所在する経済に統合することで、その資金

について、誰が意思決定を行い、利益を享受し、リスク

を負担するかを明らかにする方法が考えられる。こうし

た方法は、金融資産・負債がどこに所在するかという、

居住者ベースの統計の補完となる。第二に、A の方法で

SPE を統合した統計を、補完的な統計として提供する方

法が考えられる。

（４）知的財産生産物の取り扱い

前述したアイルランドの高成長は、米国プラットフォ

ーム企業等の多国籍企業が、自ら保有する知的財産生産

物をアイルランドの子会社に移し、その結果、アイルラ

ンドに多額の知的財産生産物の利用料の受け取りが生じ

たことによるものである。そうした取引について、国民

経済計算における扱いとして、知的財産生産物の譲渡と

いう法的形式にも拘わらず経済的所有権の移転を認めず、

米国プラットフォーム企業がアイルランドの子会社に知

的財産生産物をリースしたものと擬制したらどうなるで

あろうか。その場合、アイルランドの子会社が受け取っ

た知的財産生産物利用料の多くが、親会社である米国プ

ラットフォーム企業等へのリース料の支払いとして記録

されることとなる。国民経済計算では、アイルランドに

おいて米国からのサービス輸入が、米国においてアイル

ランドへのサービス輸出が記録されることから、その分、

アイルランドの GDP は減少し、米国の GDP は増加する

ことになる。このように、知的財産生産物の国境を跨い

だ移転を、リースという国際サービス貿易と擬制しるこ

とにより、国民経済計算の歪みは、GDP において補正

されることになる。

ただ、当該リース料の推計には実務的な課題がある。

すなわち、リース料は、知的財産生産物の減耗と対応と

した金額を記録すべきであるが、知的財産生産物の減耗

データを推計することは技術的に容易でなく、また、国

際比較可能な方法論が見出されていない。

（５）多国籍企業や知的財産生産物に係る諸提案の評価

SPE の統合は、金融機関のみならず非金融法人企業ま

でもが海外 SPE を活用するに至った現状において、SPE

による国民経済計算（国際収支統計や直接投資統計も含

む）の歪みを GNI の段階で正す方法として、検討に値

すると考えられる。また、知的財産生産物の海外移転を、

経済的所有権の見地からリースとして取り扱うことは、

GDP の歪みを正すことに繋がる。そうした意味で、両

方法は、何れもグローバリゼーションに正面から対峙し

て国民経済計算の歪みを是正する方法として、評価でき

よう（図１参照）。

他方、SPE の統合や知的財産生産物のリース化は、国

民経済計算の本来の役割に照らすと悩ましい方法とも言

える。なぜならば、国民経済計算や国際収支統計は、取
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引が国境を超えるか否かの区別に重きを置いて集計して

いく統計であるにも拘わらず、経済的利益の存在につい

て極めて厳格に捉え SPE の親会社への統合を広範に認

めるとすれば、国境の存在を軽視することになり、両統

計の本来の役割に反することになる。また、知的財産所

有権の経済的所有権の移転をみだりに認めないとするな

らば、国民経済計算において、取引の法的形式を否定す

る擬制をし過ぎる、との批判も生じかねない。

また、親会社に統合すべき海外 SPE がどれだけ存在

するか、という点も疑問が残る。本邦企業がケイマン諸

島等に設立した SPE のケースをみると、まず、本邦企

業が海外に慈善信託を設立し、当該信託が SPE に資本

投下するという形式を取るケースが多くみられる。この

ようなケースでは、親会社と海外 SPE との間に明確な

資本関係が存在しないことから、両者を統合することは

できない。これについても、経済実態としては資本関係

が存在すると見做すことも考えられるが、資金の流れが

複雑なケースでは判断が難しくなるであろう。

さらに、SPE の統合や知的財産生産物のリース化に係

る実務的な課題を解決することは容易ではない。世界に

数多ある SPE のデータについては、上記のように、そ

の親会社の所在地において統計データを収集することが

唯一の方法であると考えられ、その様態は、国際収支統

計における再投資収益調査の拡張のようなものになると

考えられる。この点、現状でも、再投資収益調査は、速

報性等に課題があり、その拡張ということになれば、速

報化の困難さはさらに増すであろう。また、SPE による

歪みを正すためには、そうした調査結果を SPE が所在

する国でも利用しなければならないが、調査結果の国境

を跨いだ共有について、課題を解決する必要が生じてこ

よう。さらに、SPE 等のバランスシートにしか存在しな

い知的財産生産物を統計的に捕捉することは、さらに困

難と言える。

こうした状況は、海外諸国でも同様であるとみられ、

IMF が 2020 年 5 月にアンケートを行い、16 の国 ･ 機関

から回答を得たところでは、殆どの先が、海外 SPE の

統計的把握や国内親会社への統合が実務的に困難と指摘

している。EUROSTAT は、EU 諸国による SPE データ

の共有に取り組んでいることから、EU 域内では検討可

能としつつ、EU 域外の国との共働は困難との回答であ

った。そうした中、英国とノルウェーは、海外 SPE の

統合が望ましいとの考えであり、ノルウェーが実務的な

困難さを指摘している反面、英国は実現可能としている。

英国が、海外 SPE について、どのような情報を収集し

ているのか、今後、研究して行く価値があろう。

この間、GDP から GNI へのヘッドライン変更につい

ては、一見、容易であるようにも見える。しかし、GNI

の精度が、再投資収益の統計的把握に大きく依存してお

り、国境を越えた SPE の利用により、その依存度が益々

増加するという事実に目を向ける必要がある。現状、再

投資収益調査では、対外直接投資については親会社、対

内直接投資については子会社から、何れも、国内の企業

からデータを収集することが一般的であるが、SPE につ

いては、実体がないことから、SPE の親会社からデータ

を収集することが現実的であり、SPE のデータ収集に関

する実務的な課題が、GNI の推計にもあてはまることに

図１　SPE の統合・知的財産生産物のリース化の概念図
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なる。

最後に、多国籍企業に関する統計整備については、現

行の枠組みを変えるものでないことから、実現可能性が

高いように見える。しかし、何れの項目についても、現

状では、各国の自主的な取り組みにゆだねられているも

のであり、強制力を持たないものであるため、世界的な

統計整備には、相応のモメンタムが必要である。

３．輸出入の評価方法の変更について

（1）問題の所在

国際収支統計は、国際取引を包括的に記録する統計で

あり、一国の国民経済計算は、その国の国際収支統計を

主要な基礎データとして、海外との取引を体系に取り入

れている。しかし、国際取引の測定方法が、国民経済計

算と国際収支統計との間で異なることが、従来から指摘

されてきた。すなわち、国民経済計算では、売買当事者

の合意に基づく様々は評価方法が認められているのに対

し、国際収支統計では、輸出は本船渡し価格（Free on 

Board。以下、FOB という。）、輸入は運賃・保険料込み

価格（Cost, Insurance and Freight。以下、CIF という。）

という統一された評価方法とされている。

確かに、日本から米国に財貨を輸出するケースでは、

財貨が公海を通り船賃や保険料が別途必要となることか

ら、日本国内での取引と異なった財貨の評価を行うこと

も一定の意味があるであろう。他方、フランスからドイ

ツに輸出するケースでは、国内と取引分には運賃を加え

ないが国際取引には運賃を加えるといった形で、フラン

ス国内の取引と異なった扱いとすることは、やや違和感

がある（図２参照）。

こうした違いは、既に、EU の貿易統計の不突合を議

論するテクニカルグループにおいて取り上げられている。

当該グループは、財貨貿易に関する統一された方法を提

案することを目的とするものであり、1999 年には、イ

ンボイスアプローチを提言するレポートを公表した。イ

ンボイスアプローチとは、インボイス価額、つまり現実

に観察された取引価額で評価するというものであるが、

これは、国際収支統計マニュアル（当時は第 5 版）と異

なる内容であったことから、その際には採用は見送られ

た。しかし最近、EU において、インボイスアプローチ

を FOB と CIF による記録に代わる評価方法にすべきと

の主張（Haan and Hermstra (2018)、Walter (2018)）が再

度強まっている。

2008SNA の編集者であった Anne Harrison 氏も、2013

図２　FOB・CIF、インボイス価格の概念図
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年に開催された IMF 国際収支統計委員会において、同

様の問題提起をしている 3。その際、IMF は、FOB と CIF

による記録が国際収支統計において永年培われて来たも

のであるとの理由から、問題提起に応えるような国際収

支統計マニュアルの変更を提案しなかった経緯がある。

しかし、最近の EU での議論を踏まえ、同委員会も、輸

出入の評価方法を重要検討課題と位置付けるに至ってい

る。

（２）現行の国際基準の内容

2008 SNA では、財貨の価値が運賃を含むか否かは、

輸送の責任が輸出者と輸入者の何れにあるかに依存する

としている（2008SNA 14.68）。これは、国境を越える財

貨の貿易は、売り手と買い手の間で取り決められた価額

で記録すべき、ということである。この点、実は、SNA

は、1993 年の改訂の折、運賃の取り扱いを変更している。

1993SNA の前は、売り手から買い手に引き渡される財

貨に係る運賃は、常に、財貨と切り離して把握すること

とされ、これが、基本価格と購入者価格の差の一部とな

っていた。1993 SNA は、この取り扱いを変更し、売り

手と買い手の間で決められた価格が運賃を含む場合には

運賃を認識せず、買い手の選択に任せることとした。こ

の決定については、財貨の所有権の移転時点が取引の様

態によって異なる、という点が論拠とされている

（2008SNA 14.60）。

これと対照的に、BPM6 における財貨貿易の評価原則

は、統一された評価時点における市場価額であり、その

時点とは、財貨が最初に輸出される経済の税関国境であ

るから、当該市場価額は FOB ということになる（BPM6 

10.30）。したがって、輸出者と輸入者の間で取り決めら

れた取引価格が、運賃のほか、保険や税金を含む程度が

異なっている（BPM6 10.31）としても、財貨の輸出は

FOB で評価することになる。

SNA は、税関申告の利用が、国民経済計算や国際収

支統計にとって必ずしも理想的ではない、との認識を示

している（2008SNA 14.69）。すなわち、BPM6 の税関国

境における輸出入の統一評価は、取引価格あるいは現実

的に観察された価格で評価する、2008SNA の一般的な

評価原則からの逸脱であると言える。

この点、BOP においても、マーチャンティングは

FOB ではなく、当事者によって取り決められた取引価

3 Anne Harrison 氏は、当時、次のような指摘をしている。第一に、運賃の FOB に対する比率は安定しており、これは、CIF の FOB への

調整が、永年固定された比率によって行われていると示唆される。第二に、17 年をならすと、運賃の支払いが輸送費の受取りの 1.4 倍

にあたり、0.4 倍の支払超過は、FOB の 1％に該当する。従って、運賃の支払超過を取り除くことによって、財貨貿易統計における輸

出入の不突合が、1 ～ 2％から 0 ～ 1％に低減することになる。

格で評価することになっている（BPM6 10.44）。この提

言を明確化するべく、「マーチャンティングに関する運

賃・保険料の取り扱い、およびネットマーチャンティン

グの地域別計上」では、運賃・保険料は、財貨の売却価

額に含め、これを切り離して計上する、と規定している。

輸送サービスの取り扱いに関しては、2008SNA は、

非居住者の輸送業者を居住者の輸送業者と区別する扱い

について説明している（2008SNA 14.72）。すなわち、輸

送の契約を結ぶのが輸入者であって、輸送業者が輸入者

と同じ国の居住者でない場合、サービスの輸入が生じる。

この場合、SNA では、理想的には、CIF 価額を財貨の

価額と輸送サービスの価額に分離することが望ましい。

他方、輸入者が輸送を引き受けるか、同じ国の輸送業者

と契約を結ぶ場合、輸入が CIF で記録されていれば輸

送サービスが計上されるが、実際には輸送サービスの輸

入は存在しない。従って、財貨・サービスに係る経常収

支を歪めないよう、輸送サービスの計上を打ち消すべく、

擬制的な輸送サービスの輸出を計上することになる。

こ の 点、Haan and Hermstra (2018)、Walter (2018) は、

BPM6 の Box 10.3 に基づき、輸出入の CIF/FOB 価額は、

国際的な輸送サービスのために収集されるデータと整合

的ではないと指摘している。結局、輸送業者の居住性に

係る情報がなければ、妥当な擬制ができず、CIF/FOB 調

整は、現実の取引価額から逸脱し貿易収支の誤計上をも

たらす、と警告する。

さらに、グローバルバリューチェーンの形成や貨物の

コンテナ化を踏まえると、輸送業者の現在の取引慣行が、

BPM が最初に CIF/FOB 調整を統一された評価方法と定

めた頃の慣行と異なっている可能性がある。例えば、コ

ンテナを利用すると、財貨は輸出者から輸入者へ、間断

なく輸送されるが、BPM は、そうした間断のない輸送

を主要な取引と看做していなかったと考えられる。BPM

は、むしろ、殆どの財貨は、輸出者の国境において積み

下ろされ、非居住者の貨物船に積み替えられると想定し

ていると考えられるが、そうした想定が、時代遅れにな

っている可能性がある。

（３）輸出入の評価に関する選択肢の内容と評価

上記のように、運賃や保険料の取り扱いや、取引され

る財貨の評価に関し、BPM と SNA の間に不整合が存在

するが、Ann Harrison（2013）は、この状況を改善する
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方法として、以下の選択肢を提示している。

A. 　SNA が、国内輸送の取り扱いを 1993 年改訂の前に

戻し、輸送を財貨の価額に含ませず、常にサービスと

して取り扱う。

B. 　SNA を、非居住者との取引に関して BPM6 と整合

的になるよう変更する。

C. 　SNA も BPM も変更せず、不整合を付属表で示す。

付属表では、CIF の FOB への転換を示したうえで、

擬制計上や財貨からサービスへの分類替えの額を明示

する。

D. 　BPM を変更し、評価方法を、インボイス価額（真

正取引価格あるいは現実に観察された価格）に基づく

ものとする。

A ～ D の選択肢について、その利点と欠点を勘案し

つつ評価すると、以下のように整理できよう。

A の方法について

SNA において現状の方法が 25 年以上用いられている

ことを勘案すると、非現実的である。また、A の方法が、

運賃・保険料を切り分けることが鍵となることを踏まえ

ると、BOP も、概念的に最も適当な価額を、FOB では

なく、工場出荷価額（ex-work value）とする必要がある。

B の方法について

SNA 内での整合性を犠牲にして、SNA と BPM の整

合性向上を図るものであり、国民経済計算専門家の支持

を得られない可能性が大きい。また、BOP が、マーチ

ャンティングにおいて、SNA のアプローチを取り入れ

ており、これをどうするのかも考慮する必要がある。

C の方法について

現実的でありコストが小さい。しかし、EU の専門家

が提起した問題に答えていないほか、輸送業界の取引慣

行の変化を反映しない。

D の方法について

BPM と SNA の整合性を向上させるほか、輸送業界取

引慣行を反映する。また、Anne Harrison や EU の統計専

門家が指摘したように、CIF/FOB 調整を止めて BPM を

SNA に合わせることで、相手国別貿易統計の不突合が

低減する可能性がある。ただ、第 25 回国際収支統計委

員会で IMF 統計局が指摘したように、CIF/FOB 調整は、

永年続いて来た取り扱いであり、D の方法は、実現可能

性が保証されなければ採用することはできない。この点、

実現可能性は、データの利用可能性に依存することを勘

案すると、BOP 作成者に対し、インボイス価額（真正

取引価格ないし現実に観察された価格）を得ることがで

きるか否か、確認することが有用であろう。

この点、世界税関機構（World Customs Organization、以

下、WCO という。）の「WCO Guide to Customs Valuation 

and Transfer Pricing」（以下、WCO Guide という。）によ

れば、真正取引価格ないし現実に観察された価格は、税

関において利用可能であると考えられる。これは、税関

における評価方法が GATT（General Agreement on Tariffs 

and Trade 1994）第 7 条の適用合意に基づき、当該合意が、

税関価額の基礎が取引価格であるとしているからである。

その上で、WCO Guide は、多くの国が、輸入の 90 ～

95% を取引価額で評価している旨、指摘している。

（４）主要国の反応

2019 年 11 月、主要国の国際収支統計や国民経済計算

の作成者や国際機関を交えた形で、グローバリゼーショ

ンサブグループの拡大会議がオンラインで行われた。事

務局である IMF によると、2019 年 10 月の IMF 国際収

支統計委員会でこの問題が討議され、各国に意見を求め

る IMF と OECD の共同サーベイの結果が示されたが、

総じて、実務的な対応への懸念から、D の選択肢への支

持が殆ど得られず（A の支持が 20％、B の支持が 50％、

C の支持が 30％）、国際収支委員会としては、概念・実

務面からの検討を深め、より広範な国から実情を聴取す

ることになった。これに対し、11 月のサブグループ会

議では、殆どすべての参加者が上記 D の選択肢を支持

する結果となった。こうした状況の下、今後、サブグル

ープ会議への参加者は、D の方法の実現可能性を検討す

る一方、サブグループの事務局は、OECD と共同で各国

における取り扱いについてサーベイを実施するほか、

WCO と意見交換を行うこととなった。なお、当会議で

出た主な意見は、以下の通りである。

- 多くの国では、CIF/FOB 調整は、情報不足から統計

的に適切な方法ではないと考えられており、現状は

問題がある。各国によって取り扱いが異なることか

ら、貿易の相手国別データの不突合の要因になって

おり、検討が必要である。

- インボイスデータが存在し、そうしたデータにアク

セスできるような国では、D の選択肢を適用できる

であろうし、既に、そうしたデータを利用している

国もある。

- D の選択肢は、概念的には妥当であるが、実務的な

課題を考慮すべき。

- 欧州と異なり、税関の情報が包括的でない国もあり、

リソース不足も課題。税関当局からのデータ入手が

課題となる国もあるであろう。

- WCO とコンタクトを取り、取引価格データの利用
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可能性について、更なる情報を収集すべき。

- 概念面の議論もしっかり行うべきであり、CIF/FOB

の概念は維持すべき。

- SNA の主要勘定や供給使用表の枠組みに与えるイ

ンパクトも考慮すべきである。

- SNA と BOP の整合性は重要だが、環境勘定のよう

な他の分野の統計との整合性も重要である。

こうした議論を踏まえ、2020 年初に主要国に対する

サーベイが行われ、22 か国から回答があった。その結

果は、以下の通りである。

① 　税関からのインボイス価額の入手が可能とする

先：17 か国

② 　インボイス価額の利用により、国民経済生産の正

確性が高まるとする先：12 か国

③ 　インボイス価額の利用により、貿易統計の不突合

が改善するとする先：16 か国

このように、世界では、CIF/FOB ではなくインボイス

価額で輸出入を評価する形に変更する流れが強くなって

いる。我が国では、税関のデータからインボイス価額を

入手できる環境が整っていないようにうかがわれるが、

今後、国際的な議論に後押しされる形で、インボイス価

額データの整備が進むことを期待したい。

４．おわりに

本稿では、AEG のグローバリゼーションサブグルー

プにおける検討項目について整理した。現時点では、

BPM における輸出入の評価方法の変更、より具体的に

は、CIF/FOB ではなく取引価額で評価することで

93SNA との整合的を向上させる方向性、が AEG に提案

されている。今後、AEG より、国連統計委員会や IMF

国際収支統計委員会への問題提起が行われるものと考え

られる。他方、多国籍企業や知的財産生産物に係る論点

については、問題認識は共有されているものの、具体的

な解決策、つまり SNA や BPM の改訂の方向性につい

ては、未だコンセンサスが得られていない。今後、議論

が進むに併せ、本刊において報告をすることとしたい。

何れにしても、本稿を契機として、今後の SNA や BPM

の改訂にあたり、我が国の専門家から有益な意見や提案

がなされるようになることを期待したい。
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